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調査報告書



■調査概要

［調査期間］
2025年3月14日～2025年3月28日

［調査対象］
岡崎商工会議所 会員事業所（製造業）

［回答方法］
Web回答（フォーム）およびFAX回答

［回答数］
依頼数：747社 回答：136社（n=136) 回収率：18.2％
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［調査目的］
ものづくり企業における経営課題の変化の把握



［調査項目］

■調査概要

１.貴社の強みと弱みについて
２.実施した企業行動について
３.事業見通しについて
４.今後の取り組みについて
５.販路開拓の課題について
６.新製品や生産技術の開発等に係る取り組み状況について
７.異業種連携・産学官連携・オープンイノベーションについて
８.注目している領域について
９.デジタル化の取り組みについて
10.サイバーセキュリティ対策の取り組みについて
11.設備投資の状況について
12.競争力の源泉について
13.働き方改革について
14.省エネとカーボンニュートラルについて
15.リスクの認識とBCPの策定について
16.パートナーシップについて
17.後継ぎ、事業承継について
18.雇用について
19.企業間取引における価格交渉について
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回答事業所の業種および従業員数A. 基本情報

4

回答数：134/136社

プラスチック製品製造業 14.2%

金属製品製造業 12.7%

輸送用機械器具製造業 12.7%

生産用機械器具製造業 11.9%

食品製造業 6.7%

窯業・土石製品製造業 3.7%

繊維工業 3.7%

印刷・同関連業 3.0%

はん用機械器具製造業 2.2%

電気機械器具製造業 2.2%

鉄鋼業 1.5%

非鉄金属製造業 1.5%

木材・木製品（家具を除く） 1.5%

家具・装備品製造業 1.5%

化学工業 1.5%

ゴム製品製造業 0.7%

業務用機械器具製造業 0.7%

電子部品・デバイス・電子回路製造業 0.7%

パルプ・紙・紙加工品製造業 0.7%

その他の製造業 16.4%

５人以下

33.1%

６～20人

30.8%

21～50人

15.0%

51～100人

9.0%

101～300人

5.3%

301人以上

6.8%

業 種 従業員数



5

B. 調査票 Q1．貴社の強みと弱みについて 回答数：136/136社

4

11

15

16

19

21

26

30

35

56

57

65

77

人材育成・確保

販路・市場開拓など営業力

情報収集力

多様な取引ネットワーク

価格競争力

生産効率・ムダ排除

財務内容

現場改善力

試作・製品開発力

品質管理

短納期

多品種少量生産

加工精度・製造技術力

1.強み

［３つまで選択可］
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回答数：136/136社Q1．貴社の強みと弱みについて

7

16

17

22

23

25

27

27

34

35

42

62

79

加工精度・製造技術力

品質管理

多品種少量生産

現場改善力

財務内容

短納期

生産効率・ムダ排除

情報収集力

試作・製品開発力

多様な取引ネットワーク

価格競争力

販路・市場開拓など営業力

人材育成・確保

1.弱み

［３つまで選択可］
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回答数：136/136社Q1．貴社の強みと弱みについて

15

21

26

16

30

19

35

56

11

65

57

4

77

27

27

23

35

22

42

34

16

62

17

25

79

7

情報収集力

生産効率・ムダ排除

財務内容

多様な取引ネットワーク

現場改善力

価格競争力

試作・製品開発力

品質管理

販路・市場開拓など営業力

多品種少量生産

短納期

人材育成・確保

加工精度・製造技術力

■強み ■弱み

［３つまで選択可］



Q2．貴社が実施した企業行動について 回答数：136/136社

8

7

1

7

9

9

10

15

22

27

44

47

62

85

その他

M&A

外部との連携（業務提携や資本提携）

価格転嫁（仕入先に対する値下の要請）

サプライチェーンの見直し

投資（無形固定資産、研究開発）

事業転換または新事業への参入

コスト削減（人員減や事業所の閉鎖等）

積極的な資金調達

投資（有形固定資産）

人材確保

価格転嫁（取引先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）

賃上げ（従業員への還元）

直近３年間で実施した企業行動

［複数選択可］



Q3．貴社の事業見通しについて 回答数：131/136社

9

4

4

6

7

9

12

44

81

第二創業

本社を移転

分社化

事業の譲渡

休業または廃業

事業規模の縮小

事業規模の拡大

現在の事業規模の維持

３～５年先の事業の見通し

［複数選択可］



Q4．貴社の今後の取り組みについて 回答数：133/136社

10

6

8

9

11

13

16

21

22

28

38

38

39

40

42

49

49

55

64

68

73

大学との連携

人員の整理

知的財産戦略の強化

海外拠点の整備・強化

既存事業の整理

海外の販路開拓

事業承継

環境性能の向上

他社との連携

新製品の開発

他分野での新事業の開拓

新技術の導入

経営体制の強化

保有技術の高度化

国内の販路開拓

生産効率の向上

生産能力の増強

人材の育成

取引先との関係強化

人材の確保

今後３年間の主な取り組み

［複数選択可］



Q5．販路開拓の課題について 回答数：131/136社

11

販路開拓する人材が不足

29.5%

問題はない

22.7%
販路開拓する時間がない

13.6%

販路開拓しているが取引につながらない 13.6%

販路開拓の方法が分からない 9.1%

販路開拓の資金がない 5.3%
その他 6.1%

販路開拓の課題



取り組んでいる

56.0%

取り組んでいない

44.0%

6-1 取り組み状況

Q6．新製品や生産技術の開発等に係る貴社の取り組み状況について 回答数：134/136社
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Q6．新製品や生産技術の開発等に係る貴社の取り組み状況について 回答数：75/136社

13

28

30

35

40

44

新分野での事業開発・展開

保有技術の高度化

既存製品の新規の販路開拓

新技術の導入

既存分野での新製品の開発・提案

6-3 取り組みの内容

課題あり

89.3%

課題なし

10.7%

6-2 取り組む上での課題

※6-1で「取り組んでいる」と回答した企業のみ

［複数選択可］



Q6．新製品や生産技術の開発等に係る貴社の取り組み状況について 回答数：59/136社

14

必要性は感じる

78.0%

必要なし

22.0%

6-4 取り組む必要性

2

4

10

11

13

19

開発の進め方が分からない

開発の資金がない

開発の時間がない

取り組むテーマが見つからない

問題はない

開発できる人材がいない

6-5 新技術・新開発における問題

［複数選択可］

※6-1で「取り組んでいない」と回答した企業のみ



Q7．異業種連携・産学官連携・オープンイノベーションについて 回答数：135/136社

15

1

3

4

5

8

11

36

67

中小企業

大企業

外部コンサルタントや民間研究機関

国内の公的研究機関

国外の大学等・公的研究機関

特にない

ベンチャー企業・スタートアップ

国内の大学等

7-1 今後の連携意向

［複数選択可］



Q7．異業種連携・産学官連携・オープンイノベーションについて 回答数：103/136社

16

1

8

8

13

15

27

31

受発注手続きの効率化

人的ネットワークの拡大

基礎的な技術・研究開発

生産工程改良・効率化

従業員のスキルアップ

新たな製品・技術開発

新たな営業先・販路の開拓

7-2 期待する効果等

［複数選択可］



Q8．注目している領域について 回答数：136/136社

17

0

3

3

4

5

5

9

10

11

12

13

13

15

26

43

55

Maas

空飛ぶクルマ

鉄道（リニア関連）

ドローン

飲食料品

高度部材

医療・ヘルスケア

航空宇宙

再生可能エネルギー

燃料電池・全固体電池

次世代ロボット

自動運転技術

農業関係

AI・IoT

次世代自動車（EV・PCV・PHV)

特になし

8-1 取り組み中の領域

［複数選択可］



Q8．注目している領域について 回答数：136/136社

18

1

2

2

4

4

6

6

7

9

9

10

10

15

20

35

62

MaaS

空飛ぶクルマ

鉄道（リニア関連）

高度部材

ドローン

飲食料品

航空宇宙

燃料電池・全固体電池

医療・ヘルスケア

自動運転技術

次世代ロボット

再生可能エネルギー

農業関係

AI・IoT

次世代自動車（EV・PCV・PHV)

特になし

8-2 検討・計画中の領域

［複数選択可］
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Q8．注目している領域について(合算） 回答数：136/136社

3

3

4

5

5

10

9

12

11

13

13

15

26

43

55

1

2

2

4

4

6

6

9

7

10

9

10

15

20

35

62

MaaS

空飛ぶクルマ

鉄道（リニア関連）

ドローン

高度部材

飲食料品

航空宇宙

医療・ヘルスケア

燃料電池・全固体電池

再生可能エネルギー

自動運転技術

次世代ロボット

農業関係

AI・IoT

次世代自動車（EV・PCV・PHV)

特になし

■取り組み中 ■検討・企画中

［複数選択可］



Q9．デジタル化に対する取り組み 回答数：136/136社

20

まあ取り組んでいる 45.6%

特に考えていない 14.7%

まだ取り組んでいない 14.0%

積極的に取り組んでいる 10.3%

今後検討したい 9.6% 分からない 5.9%

9-1 現在の取り組み状況



Q9．デジタル化に対する取り組み 回答数：109/136社

21

5

5

7

25

26

27

37

42

58

その他

安全・衛生管理

異常検知・予知保全

品質管理

会議開催

人事管理

設計製造業務

在庫管理

受注管理

9-2 既に導入済みのもの

［複数選択可］



Q9．デジタル化に対する取り組み 回答数：132/136社

22

12

13

22

22

23

34

40

47

49

個人情報漏洩等の恐れがある

技術、ノウハウの流出の恐れがある

業務内容にあった経費がない

適切なアドバイザー等がいない

特にない・導入の予定がない

導入の効果が分からない

コスト負担できない

デジタル化の旗振り役を務める人材がいない

従業員がデジタルを使いこなせない

9-3 デジタル化に取り組むうえでの課題

［複数選択可］



Q10．サイバーセキュリティ対策の取り組みについて 回答数：134/136社

23

1

1

2

6

7

7

26

32

52

その他

脆弱性診断

リスク分析

情報リテラシー研修

人材育成

クラウド型セキュリティサービスの導入もしくは活用

実施していない

セキュリティ対策機器の導入

セキュリティ対策ソフト

10-1 既に実施済みの取り組み

［複数選択可］



Q10．サイバーセキュリティ対策の取り組みについて 回答数：129/136社

24

1

4

20

29

36

39

その他

事業所内の周知方法

そもそも何をしたら良いのか分からない

人材不足

維持コスト

導入コスト

10-2 セキュリティ対策導入の課題

［複数選択可］



Q10．サイバーセキュリティ対策の取り組みについて 回答数：130/136社

25

十分でない

63.8%

十分である

36.2%

10-3 現状でのセキュリティ対策は十分だと思いますか



10-4 十分でない場合、何が不足していますか

Q10．サイバーセキュリティ対策の取り組みについて 回答数：58/136社

26

• UTM（統合脅威管理）の導入と規定
• インターネットなどによる情報漏洩
• サイバーセキュリティに対する知識を持った人材不足
• サイバーセキュリティ保険に未加入
• セキュリティー知識を持つ人財
• セキュリティ対策機器の導入
• データ管理の徹底ができているか未知数
• どういったリスクに対してどんな対策が必要かまだ把握できてない。
• ランサム対策、バックアップデータの担保
• リスク分析
• リテラシー研修を行っていますが、テスト送信した怪しいメールを開封してしまう従業員がまだ存在する
• ログの監視を定常的にできていない
• 維持コスト
• 今のセキュリティーで攻撃された時大丈夫な保証がない
• 資金
• 自工会セキュリティレベルのハード対策に関する事項
• 従業員のリテラシー
• 常に新しい脅威があるので十分とはならない
• 情報管理
• 専門の部署を持っておらずSEもいない
• 全従業員のインシデント発生時の対応について
• 対応の仕方
• 対策ソフトだけであり、より強固な機器の導入
• 知識
• 入退室の管理



Q11．設備投資の状況について 回答数：135/136社

27

設備投資していない

50.4%

設備投資した

49.6%

11-1 2024年度の設備投資の有無



Q11．設備投資の状況について 回答数：67/136社

28

3

0

0

1

1

2

3

5

5

5

7

9

11

25

32

35

その他

テレワークの推進

市場シェアの維持・拡大

データ利活用による顧客行動や市場の分析

ビジネスモデルの変革

脱炭素推進

品質管理の自動化

事務所や工場のIoT化

デジタル人材の育成

新製品・サービスの提供

拠点（事業所や工場など）の新設

業務効率化やコスト削減

旧来型の基幹システムの更新や維持メンテナンス

生産能力の拡大もしくは向上

老朽設備の更新・補強

生産設備の更新

11-2 設備投資の目的（11-1で「設備投資した」と答えた企業のみ）

［３つまで選択可］



Q11．設備投資の状況について 回答数：68/136社

29

0

1

2

3

4

5

5

6

10

41

調達・ロジスティック

試験・検査

全社的・部門横断的なシステム

製造

研究開発

営業・マーケティング

生産管理

設計

保守・メンテナンス

IT投資していない

11-3 この1年間のIT投資状況（11-1で「設備投資していない」と答えた企業のみ）

［複数選択可］



Q12．競争力の源泉について 回答数：131/136社

30

0

2

9

13

14

16

24

34

37

39

45

61

69

その他

産学官連携、オープンイノベーション（外部リソースの活用、企業間ネットワーク構築など）

ソリューションやコンサルティング、付加価値の高いサービスの提供（製造業のサービス化）

サステナブル経営（カーボンニュートラルなど気候変動やＳＤＧｓへの対応など）

データ収集・利活用力（生産プロセスや顧客データなどの収集、利活用など）

組織マネージメント力（意思決定のスピード化、機動力の確保、斬新な人事体制など）

ブランド力（企業ブランド、製品ブランドなど）

研究開発力（基礎研究、付加価値の高い製品や部素材、加工方法等の開発など）

企画・事業発想力（比較優位を確保する製品、ビジネスモデル、事業形態の開発など）

人材（教育などの人材投資、優秀な人材の確保など）

営業力・販売力・アフターサービス力

生産技術・生産管理・品質管理（フレキシブル生産や低コスト生産への対応など）

ニーズ対応（顧客ニーズへの対応やマーケット環境の変化への対応など）

競争力の源泉として重視しているもの

［５つまで選択可］



Q13．働き方改革について 回答数：131/136社

31

1

3

8

11

16

24

26

28

31

39

45

50

72

その他

相談窓口がわからない

課題はない

商習慣等の構造的問題

必要な情報不足

対応のための時間不足

社内風土・文化の改善

対応する人材がいない、確保できない

短納期への対応

業務の繁閑差が激しい

処遇改善のための原資不足

特定社員への業務集中

人員不足

働き方改革の課題

［複数選択可］



Q14．貴社の省エネ対策とカーボンニュートラルについて 回答数：132/136社

32

取り組む必要性はあるが実施して

いない

37.9%

既に実施している

31.8%

必要性がないため実施していない

20.5%

実施を予定している

9.1%

ISOの環境対策にて実施

0.8%

14-1 事業活動に伴う省エネ対策の取り組み状況



Q14．貴社の省エネ対策とカーボンニュートラルについて 回答数：127/136社

33

予算がない 32.3%

課題はない 27.6%

取り組むための人材がいない

15.7%

取り組み方が分からない 15.0%

情報がない 8.7% その他 0.8%

14-2 省エネ対策に取り組むうえでの課題



Q14．貴社の省エネ対策とカーボンニュートラルについて 回答数：131/136社

34

受けない 26.0%

今後検討したい 24.4%分からない 24.4%

既に受けた 16.8%

受けたいと考えている 8.4%

14-3 省エネ診断について



Q14．貴社の省エネ対策とカーボンニュートラルについて 回答数：133/136社

35

特に考えていない

26.3%

まあ取り組んでいる

24.1%まだ取り組んでいない

18.0%

分からない

12.8%

積極的に取り組んでいる

11.3%

今後検討はしたい

7.5%

14-4 カーボンニュートラルに対する取り組み状況



Q14．貴社の省エネ対策とカーボンニュートラルについて 回答数：133/136社

36

申請する予定はない 82.7%

チャレンジしたいがまだ申請していない 14.3%

既に認証を受けた 3.0%

14-5 SBT認証について



Q15．リスク認識とBCPの策定について 回答数：131/136社

37

0

0

5

44

52

74

114

テロやミサイル攻撃（国民保護事案）

火山噴火

地政学的リスク（国際安全保障）

感染症

水害

情報セキュリティ

地震

15-1 どのようなリスクに対する備えが必要と考えているか

［３つまで選択可］



Q15．リスク認識とBCPの策定について 回答数：133/136社

38

分からない 32.3%

今後検討したい 26.3%

BCP(事業継続計画）を策定済み

21.1%

今後策定する予定 10.5%

BCPを策定中または検討中 8.3%

その他 1.5%

15-2 BCP（事業継続計画）の策定状況



Q15．リスク認識とBCPの策定について 回答数：28/136社

39

3

3

4

6

6

6

その他

事業継続力強化計画の認定を受け、税制優遇などの公的援助を受けた

顧客や取引先、株主からの信用力が向上した

従業員のリスクに対する意識が向上した

重要業務について整理ができ、業務の効率化につながっている

災害時以外には役立っていない

15-3 BCP計画を策定したことで災害以外に役立っているか（15-2で策定済みと答えた企業のみ）

［複数選択可］



Q15．リスク認識とBCPの策定について 回答数：131/136社

40

いずれもない 90.1%

BCPの有無を取引先に確認している 6.9%
BCPを策定するよう取引先に指導している 3.1%

15-4 発注にあたり取引先にBCP策定を要請・確認したことがあるか



Q15．リスク認識とBCPの策定について 回答数：134/136社

41

いずれもない

72.4%

BCPの有無を取引先から確認されたことがある

16.4%

BCP策定を要請されたことがある

9.7%

BCP策定を取引条件として提示されたことがある

1.5%

15-5 発注時に発注元からBCP策定を要請されたことがあるか



Q16．パートナーシップについて 回答数：134/136社

42

※パートナーシップ構築宣言とは

サプライチェーンの取引先や価値創造を図る事業者との連携・共存共栄を進めることで、
新たなパートナーシップを構築することを、企業の代表者の名前で宣言する仕組み

分からない

56.0%登録しない

19.4%

登録済み

16.4%

登録検討中

8.2%

パートナーシップ構築宣言の登録



Q17．後継ぎ、事業承継について 回答数：132/136社

43

後継者候補はいる 28.0%

既に後継者を決めている 24.2%

後継者を決めていないが

事業は継続したい 20.5%

特に後継者を決定する必要がない 11.4%

自分の代で廃業する予定なので後継者はいない 8.3%

会社を売却する予定なので後継者はいない 3.0% その他 4.5%

17-1 後継者の決定状況



Q17．後継ぎ、事業承継について 回答数：124/136社

44

3

1

1

2

7

10

13

17

34

36

その他

役員、従業員からの支援や理解

引継ぎ前後の相談相手がいない

分散した株式の集約

引継ぎまでの準備期間不足

相続税、贈与税の負担

取引先との関係維持

技術ノウハウの引継ぎ

特になし

社内に右腕となる人材不在

17-2 事業承継を進めるうえでの課題

［複数選択可］



Q17．後継ぎ、事業承継について 回答数：123/136社

45

顧問税理士・公認会計士 37.4%

相談する必要がない 22.8%

取引先・同業者 8.1%

取引金融機関 8.1%

親族・友人 5.7%

相談先が分からない 4.9%

事業引継ぎ支援センター 3.3%

商工会議所 2.4%
弁護士 0.8% その他 6.5%

17-3 事業承継の相談先



Q18．雇用について 回答数：133/136社

46

感じている

70.7%

感じていない

29.3%

18-1 人手不足を感じているか



Q18．雇用について 回答数：98/136社

47

2

8

20

41

46

その他

IT活用で業務の効率化を図り、既存人員の生産性の向上を図っている

業務を縮小し、既存人員で取り組める業務量に変更している

定着のための施策に取り組んでいる

採用を強化している

18-2 人手不足を感じている場合の対策

［複数選択可］



回答数：125/136社

48

Q19．企業間取引における価格交渉について

発注企業に協議を申込み、話し合いに応じてもらえた

58.9%

発注量の減少や取引を断られること等を考慮し、発注企業に

協議を申し込まなかった 12.9%

発注企業に協議を申し込んだが、話し合いに応じて

もらえなかった 10.5%

発注企業からコストの上昇分の取引価格反映について

協議を申し込まれた 6.5%

コスト上昇分は自社で吸収可能と判断し、発注企業に協議を申し入れなかった 4.8%

発注企業から取引価格の維持や減額について協議の申し込み又は通知があった 3.2%

その他 3.2%

19-1 価格交渉の状況



Q19．企業間取引における価格交渉について 回答数：119/136社

49

100％（全て価格転嫁できている）

9.2%

70％～90％程度

21.8%

40％～60％程度

36.1%

10％～30％程度

20.2%

０％（全く転嫁できていない）

10.1%

コストが上昇していないため、転嫁する必要がない

2.5%

19-2 コスト上昇分を販売価格に価格転嫁できているか



回答数：102/136社

50

6

8

9

14

28

31

45

その他

価格転嫁をしなくても大きな影響がないため

予め販売価格を固定した長期契約により価格変動を反映できないため

既に値上げをしており、これ以上の転嫁が困難なため

取引先から据え置き要求

需要が減少しているため

競合他社が販売価格を上げていないため

19-3 価格転嫁できていない理由

Q19．企業間取引における価格交渉について

［複数選択可］



回答数：97/136社

51

1

3

12

31

40

40

その他

新製品・新サービスの開発を行った

取り扱う商品が他社と差別化できる

原価を示した価格交渉ができた

取引先へ価格改定の通知を行い受け入れられた

価格転嫁に関する業界の理解が進んだ

19-4 価格転嫁できた理由

Q19．企業間取引における価格交渉について



回答数：127/136社

52

0

14

19

23

32

33

36

92

その他

内部留保を投下した

新製品の開発や新規販路の開拓

製品生産やサービス提供の効率化（設備導入による生産性の向上など）

仕入先・外注先の見直しや変更

仕入先・外注先への値上げ交渉

製品やサービスのロス削減（余剰在庫の削減など）

経費の削減

19-5 コスト上昇に対する価格転嫁以外の対応策

Q19．企業間取引における価格交渉について
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